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Ⅰ．問題

１．はじめに

　2007年４月の学校教育法の改正により，特殊

教育から特別支援教育へと転換がおこなわれ，そ

れぞれの障碍種1ごとに学校・学級で専門的な教

育を行う特別教育から，原則的にはすべての学校

で一人ひとりの子どものニーズに応じた教育を行

う体制に変更となった（ 文部科学省, 2005）。

　特別支援教育の体制では，通常学級でも発達障

碍児などへ適切に教育することが期待されている

（ 浜谷, 2012）。これは，今まで特殊教育という

名の下に行われてきた特別な配慮を要する支援を

通常学級にも求めるというものである。つまり，

それまでの通常学級における学級運営に加えて，

さらに特別な教育ニーズをもつ児童への支援が義

務づけられたことになり，教師の負担増加につな

がっている（ 宮木, 2011；奥本, 2012）。また，

発達障碍児は通常学級において「 問題行動 」を起

こしやすいとされたり，不登校やいじめなどの問

題に巻き込まれやすいなど（ 竹村, 2011），独自

の課題も多く存在し，その対応に苦慮する教師の

姿は想像に難くない。

２．発達障碍児の問題行動の背景にある

　　環境側の課題

　発達障碍児は独特のこだわりや行動特徴のため，

通常学級においては授業や課題に取り組まない，

他児との関係がうまくいかない，集団行動の妨げ

になる行動を頻繁にするなどの問題が生じやすい

（ 竹村, 2011）。

　竹村（2008 / 2011）は「 問題行動 」をめぐる児

童と環境の相互作用に視点を置き，発達障碍児の

学校適応を促進するための課題について考察して

いる。それによると，行動理論に基づく支援では，

児童の行動は環境からの影響をまったく受けずに

存在することはありえず，環境との相互作用が「 問

題行動 」の維持条件となっているため，「 問題行

動 」の低減には，児童と環境双方への介入が必要

と考えられている。

　発達障碍をもつ児童と環境の相互作用としては，

児童と教師の相互作用，児童と他児との相互作用

などいくつか考えられる。環境の見方を一対一の

個人間から学級全体に広げれば，相互作用の数は
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ても非常に重要な教育的働きかけとなり，その土

台のうえに子どもたちはそれぞれに成長してゆく

ことができることを示すものであろう。

　さらに，大久保ら（2010）は，教師から個別的

に提示される強化よりも，集団生活の文脈内で児

童がお互いに注目し合い賞賛し合うことを促進す

る「 仲間と一緒に提示される強化 」の方が効果的

であると指摘しており，クラスの仲間どうしの肯

定的な相互作用を促すことが支援の中核となりう

ることを示唆している。ここから，通常学級での

発達障碍児の支援における教師の仕事は，本人に

対する個別指導の徹底が最終的な目標とされるの

ではなく，学級全体の相互作用が有機的に結びつ

き，支援を必要とする児童にたくさんの肯定的な

相互作用が生まれることを目指して行われるべき

であると考えられる。

４．発達障碍児が在籍する通常学級での

　　教師の役割

　それでは，実際に発達障碍児が在籍する学級で

求められる教師の役割とはいったいどのようなも

のであろうか。川合・深山（2012）は，発達障碍

のある児童に対する適切な支援の在り方について

先行研究を概観し，吉田・河村・吉川・柘殖（2003），

安藤・平山（2007），長澤・増澤・松岡・細井・

沼田（2006）などの研究から，①児童に役割を与

えること，②褒めること，③児童の気持ちや考え

を汲み取り，理解すること，④視覚的な手がかり

を活用すること，⑤学習環境の中にある児童の注

意を妨げる元を取り除くこと，などを重要な点と

して整理している。これらは個々の教育ニーズに

合わせたかかわりを行うために大切な工夫・配慮

といえる。

学級の児童数や学級にかかわる人の数に応じて増

加し，より多様かつ複雑になってゆく（ 図１）。

現場の教師はこうした無数の相互作用が生じてい

る中で学級運営を行っているのであり，そのうち

のいくつかの相互作用に働きかけて学級の中で生

じる問題を処理しているともいえる。その意味で，

通常学級における教師の行動が児童に及ぼす直接

的・間接的影響は大きく，教師のどのような働き

かけが児童にどう影響するのか，また児童の行動

に対して教師がどう反応すると児童や学級の状態

がよい方向に変化するかを分析していくことが必

要となる。

３．発達障碍児と他児童との関わりの重要性

　浜谷（2012）は特別支援教育の近年の研究動向

の分析の中で，支援対象児への個別対応と集団・

学級の経営についての実証的研究を紹介している。

その中で，「 階層的予防モデル 」に基づく介入方

法を取り上げている。階層的予防モデルは，第一

次介入として学級の全児童を支援し，次に第二次

（ 専門的なグループ支援 ），第三次（ 専門的な個

別支援 ）と続く支援形態である。浜谷（2012）に

紹介されている関戸・田中（2010）や大久保・高橋・

野呂（2011）によると，クラスワイドな支援と個

別支援を組み合わせて導入した結果，クラスワイ

ドな支援を基盤として対象児の問題行動が改善し，

家庭や学校での生活にも望ましい変容がみられた

り，学級全体を対象にした支援は個別支援よりも

効果がより高く安定していて，対象児だけでなく

他の児童の行動も改善されたりするなど， 学級全

体が落ち着くような支援を用いることの有用性が

示されている。これは，安心で安全な学級という

土台の構築が支援の対象児にとっても他児にとっ

図１　個別の関係および学級全体の関係の視座に基づく相互作用の概念図
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学習面においても生活面においても全体を対象と

した教育や指導が基本となり，個別の指導・支援

に時間を割くことができないなど，少人数をみる

特別支援教室とは違った独特の困難さがある。し

たがって，これまでの特殊教育で行われてきたよ

うな障碍特性を考慮した個別支援に加えて，学級

経営の視点や包括的な学級を目指すインクルーシ

ブ教育の視点が不可欠となる。今までにも増して，

図１に示したような学級全体の有機的な相互作用

を促すための教師の働きかけが重要視されていく

だろう。

　一般的に発達障碍児はその認知的・行動的特徴

のために，集団の中で生きづらさを経験すること

が多く，成功体験を得ることが少ないとされ，そ

のために自尊心の低さや二次障害を招き，引きこ

もりや不登校，あるいは非行や暴力に走るなどの

問題行動につながりやすいとされる（ 早坂 , 

2012；飯島, 2005）。自尊心の低さや二次障害は，

発達障碍児本人の特性が周囲にどのように受け止

められるか，また周囲がどのように児童に応答す

るかによって左右されるところが大きい。そのた

め，発達障碍をもつ児童の支援はもちろん，障碍

のない他児への配慮や支援の在り方についても教

師は考慮していく必要があり，そうした全体的・

包括的なかかわりの中で障碍のある児童とない児

童の相互作用を促していくことが求められる（ 川

合・深山, 2012）。無理のない範囲で，障碍をか

かえた児童と他児との交流をはかることは，児童

の自尊心の育成や二次障害の予防のほか，他児の

障碍理解教育や思いやりの心の育成につながるこ

とが予想され，両者の成長においてとても大きな

意義があると考えられる。

６．本研究の目的：通常学級における発達障碍児

　　とその周囲の子へのかかわりの検討

　若松・谷中（2013）は，特別支援教育における

多様化したニーズに応えていくには，従来の学校

教育の知識・経験に加えて，（１） 特別支援教育に

関する知識，（２） 子どもの自尊感情を高めるため

の知識・技能，（３） 自治的な学級集団づくりのた

めの知識，（４） 保護者対応力などの力が要求され

ると述べている。改めて強調するまでもないが，

通常学級での特別支援教育をすすめていくには，

特別な支援を必要とする児童に対する個別対応の

　個別の対応ではこれらを駆使して関わることに

なるが，かかわりの具体的な目標は，年齢が上がっ

ていくにつれて，以下のように変わってゆく（ 橋

本, 2013）。まずは，教室の飛び出しや暴力，自

傷などの問題対応に奔走する「 Ⅰ. 対応が中心の

段階 」である。続いて，児童の問題行動の理解を

して支援の手がかりを探り，教師による実際の支

援を通して，児童に難しい行動が出てもても大き

く崩れないで落ち着ける成功体験を積んでもらう

「 Ⅱ. 支援が中心の段階 」がある。そして，少し

調子を崩しそうなので自分ではこうしておこうと

か，本当はそう思わないが，周りの様子を見て一

応合わせておくなど，自分で支援を考え初期対応

する方法を冷静に見つけ出すことができる段階，

すなわち，Ⅱの支援を自分自身でできるようにな

る「 Ⅲ. 自覚が中心の段階 」である。教師の役割

は，子どもがこのステップを踏みながら，他律か

ら自律へと成長していけるように支援することと

言えるかもしれない。

５．他児童への対応を含んだ発達障碍児への

　　かかわり方に関する研究の課題

　以上のように，発達障碍児への直接の支援にお

ける教師の役割については，特殊教育からの流れ

で多くの指摘がある。しかし，川合・深山（2012）

は，「 吉田ら（2003）や安藤・平山（2007）は，障

害のある児童への配慮や支援の在り方については

言及しているものの，通常学級にいる障害のない

児童に対する配慮や支援を適切に行うための方策

については言及していない 」と，障碍のない児童

へのかかわり方が十分に注目されていないことを

指摘している。発達障碍児が呈する問題は，その

児童に起因するというよりもむしろ周囲との関係

において生じるため，この点に着目することは重

要であると考える。

　大学生を対象とした回想法を用いた調査では，

発達障碍児が示す困難に対する不可解さが周囲の

児童の困惑や抵抗感を招き，発達障碍児と接触す

ることを避けたり関わりにおいて身構えたり，あ

るいは一定の距離をおくなど，不適切な仲間関係

に影響している可能性が示唆されている（ 渡邉, 

2010）。そのため，通常学級で発達障碍児の教育

ニーズに応えていくことを考えると，個別の対応

のみでは十分とはいえない。しかし通常学級では，
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がって，教育の専門家の中には発達障碍と呼ばれ

ている子どもたちを医療や心理学とは別の視点で

把握し，かかわっている教育者がいても不自然で

はない。むしろ，教育心理学的研究の役割は，そ

うした現場の教育者の認識や工夫をもっと教育実

践に活かせるように抽出し，概念化することであ

ろう。一つの例として，若松・谷中（2013）では，

小学校教諭である第二筆者の谷中が支援対象の児

童と保護者との信頼関係の構築をベースに学級で

の「 居場所づくり 」につとめ，周囲の仲間が，児

童が苦手とする漢字を教えたり励ましたりする様

子を報告しながら，「 心の居場所が学級にあり，

学級にありのままを包んでくれる風土があれば，

（ 児童は ）持っている力を自分のため，学級のみ

んなのために発揮しようとしてくれる 」（ 括弧内

は筆者加筆 ）という実践的視点を提供している。

浜谷（2012）は，今後の教育心理学が取り組むべ

き課題として，「『 あの学校の，あの教師の質の高

い実践だから，そこから学びたい 』と考え，それ

をフィールドとして選択して調査するというスタ

イルの研究が実現できないだろうか 」と模索して

いる。これは，対応のマニュアル化によって教育

実践がやせ細りつつある通常学級での発達障碍児

支援では，早急に着手すべき課題と思われる。

　そこで本研究では浜谷（2012）が指摘する「 質

の高い実践 」を行っている教師に調査協力を依頼

し，聞き取り調査を通して，通常学級で発達障碍

児を支援していく際の実践的な配慮や工夫を検討

する。なお，本研究では「 質の高い実践 」につい

て，図１に示すような個人と学級全体の関係の視

座に立って相互作用を促している実践と考えて研

究をすすめる。また，先に述べた川合・深山（2012）

の指摘を鑑み，発達障碍をもつ児童に対する配慮

や支援だけでなく，その周囲の児童への教師のか

かわりから，通常学級で発達障碍児を教育してい

く際の実践的な工夫を検討していくこととする。

Ⅱ．目的

　「 質の高い実践 」を行っている小学校教師を対

象に，発達障碍をもつ児童を小学校の通常学級で

みていく際の「 教育実践技術 」を抽出し，概念化

すること。なお，教育実践技術は，発達障碍をも

つ児童およびその周囲の児童へのかかわり，学級

力と，自治的な学級を醸成するための集団組織の

運営能力の両輪が必要であることがわかる。しか

し先に述べたように，これまでの研究の多くが，

特殊教育の流れをくむ発達障碍をもつ児童個人へ

の支援方法についてであるため，通常学級で発達

障碍児を支援していく際に具体的にどのような配

慮や支援を学級集団に対してとることができ，実

際に教師がどのような工夫をしているかについて

の言及は少ない。そこで本研究では，発達障碍を

もつ児童に対する配慮や支援だけでなく，その周

囲の他児への教師のかかわりから，通常学級で発

達障碍児を教育していく際の実践的な工夫を検討

していくこととする。

７．教育実践をもとにした実践焦点型の

　　研究手法の採用

　通常学級における特別支援の成果と課題につい

て報告している浜谷（2012）は，教育心理学にお

ける研究上の課題の一つとして，現在主流である

仮説検証型の研究手法に極端に偏ることに警鐘を

鳴らしている。すなわち，現在は理論を現場に適

用して効果を検証するスタイルの研究が主流であ

るが，そうした研究だけで特別支援教育の実践の

質を高くすることができるだろうかという疑問で

ある。浜谷（2012）は，「 特別支援教育が制度化さ

れる以前から，そして，現在でも，発達障害児な

どの困難をかかえた子どもがいる学級において，

発達障害や特別支援教育に関する知識や指導法を

とくに導入することなく，質の高い実践が行われ

ていた学校や学級が多くあったし，今もある。」

と指摘し，「 教育実践の現場から学ぶというスタ

イルの研究がもっと生まれてほしい 」という期待

を述べている。浜谷の期待の背景には，以下のよ

うな危機感が隠れている。それは，特別支援教育

が通常学級に浸透するとともに，現場での発達障

碍児の指導に関して教師が子どもを医療や心理学

用語で語るようになり，医療的，心理的な技法が

直接的に児童に適用されることで，結果的に，医

療や心理学ではない「 教育実践 」が持っている固

有の豊かさが薄れ，教育実践自体がやせ細ってし

まうという危機感である。

　そもそも「 発達障碍 」という言葉自体，心理学

的特性を判断軸に医学的な診断に用いられるもの

であり，教育現場から生じたものではない。した
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面接で，面接時間は約１時間15分であった。面

接の内容はICレコーダーに記録し，逐語録とし

て書き起こした。なお，面接調査はすべて夏休み

期間中の2013年８月に実施した。

４．調査内容

　以下の（１）〜（５）の内容に基づくインタビュー・

ガイドを作成し，聞き取り調査を行った。（１）過

去に担任として受け持った，あるいは現在受け持っ

ている発達障碍をもつ児童（ または，特別な配慮

を要する児童 ）の様子や特徴。（２）その児童を通

常学級で受け持つ際に困難を感じた点，指導にお

いて難しかった点，対応に戸惑ったエピソードな

ど。（３）その困難を乗り越えるためにとった工夫

（ 本人に対して，周囲の児童に対して，学級全体

に対して，保護者に対して，学内組織に対して ）。

（４） １年間の時間の流れの中でその児童を含む

学級の担任として気をつけた点。（５）その他，発

達障碍の児童（ または，特別な配慮を要する児童 ）

のいる学級の担任として気をつけていること。

５. 分析方法

４名の逐語録を分析の対象とした。KJ法（ 川

喜田, 1970）およびM-GTA（ 木下, 2003）の概念

化の技法を参考に，通常学級において発達障碍児

の対応で困難を感じた点と，その困難に対する対

処法や工夫した点に着目して各教員の発言内容を

分類した。

Ⅳ．結果

　過去に受け持った，あるいは現在受け持ってい

る発達障碍児や特別な配慮を要する児童には，自

閉症，アスペルガー障碍，LD，AD/HD，場面緘

黙症，攻撃的な児童，感情コントロールの苦手な

児童，複合的な問題を抱えた児童などがあげられた。

　そうした児童とのかかわりの中で「 困難を感じ

る点 」と，各教員がとってきた「 工夫・対処 」に

ついて逐語録を分析した結果，表１，表２に示す

概念が抽出された。なお，「 工夫・対処 」は，「 要

支援児に対して 」「 周囲の児童に対して 」「 学級

全体に対して 」「 学内組織に対して 」「 保護者に

対して 」の５つの視点で整理した。

１．通常学級における発達障碍児への対応で困難

を感じた点

１．「 要支援児の多様性と独自性に由来するか

全体への働きかけ，保護者や学内組織への働きか

けを含むものとする。

Ⅲ．方法

１．調査対象の特定

本研究では「 質の高い実践 」を行っている小学

校教師を選択して調査対象とする必要があった。

そこで，調査対象を決定するにあたり，X県で発

達障碍児・者およびその家族等に対する支援を行っ

ている発達障害者支援センターの職員で，小学校

の巡回相談・コンサルテーション担当者2に，「 通

常学級で発達障碍をもつ児童や特別な配慮を要す

る児童（ いわゆる「 気になる子 」）を取り込んで

学級経営をしていくという方針で，その児童の支

援と周囲の児童に対するかかわりにおいて優れた

教育技術を有する教員 」を紹介いただいた（A教

諭およびB教諭 ）。

　A教諭に面接の依頼をしたところ，同小学校で

通級指導教室を担当しているベテランのD教諭を

紹介いただいた。また， B教諭に面接の依頼を行っ

た際，B教諭より，「 同僚の目から見て教育技術

に長けている 」と判断できるC教諭を紹介してい

ただき，調査協力を依頼した。

２．調査対象

X県Y市およびZ市の小学校教諭３名（A〜C

教諭 ）と通級指導教室の教諭１名（D教諭 ）に協

力を依頼した。A教諭は教員歴17年，これまで１

〜６年生の担任を勤めており，初年時より通常学

級で発達障碍児を意識するかかわりをしていた。

B教諭およびC教諭は同じ小学校に勤務しており，

B教諭は教員歴14年，C教諭は16年であった。B

教諭はこれまで１〜６年生の担任を勤めており，

通常学級で発達障碍児を意識したかかわりをする

ようになって５年であった。C教諭はこれまで３

〜６年生の担任を勤めており，通常学級で発達障

碍児を意識したかかわりをするようになって10

年であった。また，A教諭と同じ小学校に勤務し

ている通級指導教室のD教諭は，特別支援の教員

歴34年であった。

３．調査方法

半構造化面接法によるインタビュー調査。面接

時間は，A教諭が約１時間40分で，後半の30分

はD教諭も同席した。B教諭およびC教諭は同席
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（４） 学内組織に対するかかわり　学内組織に対

しては，4.1.「 学校内での要支援児に関する情報

共有 」，4.2.「 他の教員への援助要請 」，4.3.「 特

別支援学級の教員や支援員との密接な連携 」と

いったかかわりが含まれた。

（５） 保護者に対するかかわり　保護者に対して

は，5.1.「 要支援児をもつ保護者の心情理解と信

頼関係の構築 」と，5.2.「 連絡帳や学級通信を使っ

た保護者との連携の強化 」といったかかわりが含

まれた。

Ⅴ．考察

　本研究では，発達障碍をもつ児童を通常学級で

教育してゆく際の実践技術を抽出するために，「 質

の高い実践 」を行っていると思われる小学校教師

４名にインタビュー調査を行い，その逐語記録を

もとに概念化を試みた。その結果，通常学級にお

ける発達障碍児への対応で困難を感じる点と，そ

れぞれの困難に対する対処法や工夫した点につい

て，いくつかの概念が構成された。

　本研究で見出された概念のうち，特に工夫や対

処として概念化された教育実践技術は，それぞれ

が互いに重複する部分を含みながら存在している。

そのため，概念どうしのつながりが複雑で，分析

作業において単純な構造を想定して全体の概念図

を作成することができなかった。これは，熟達し

た教師の教育実践はかかわりの対象や目的が１つ

に限定される単純なものではなく，むしろかかわ

りの対象が多元的で，その目的やねらいも多重か

つ広範なものであることを示している。実際に，

４名の教員から語られた内容には，ある特定の児

童への声がけが，声をかけられた子だけでなく，

要支援児やその周囲にいる他の児童，さらには学

級全体の雰囲気に波及してゆくような例が多く存

在した。

１．熟達した教師に共通する特徴

　本研究の調査対象になった熟達した教師は，そ

れぞれに独特の魅力を備えた人物であったが，す

べての教員に共通する点として，以下の３点がみ

られた。なお，以下にあげる点は，主に「 要支援

児に対するかかわり 」「 周囲の児童に対するかか

わり 」「 学級全体に対するかかわり 」に全般的に

見られたものである。

かわりの難しさ 」，２．「 周囲の児童に要支援児

の特性や要支援児に必要なかかわりを理解させる

ことの難しさ 」，３．「 一斉指導の中で個別支援

する難しさ 」，４．「 他の教員に要支援児の特性

や必要な支援を理解してもらう難しさ 」，５．「 保

護者の心情理解と保護者対応の難しさ 」といった

難しさに関する概念が抽出された（ 表１）。これ

らはそれぞれ，要支援児，周囲の児童，学級全体，

学内組織，保護者への対応の中で経験する難しさ

であった。

２. 困難に対する対処法や工夫した点

かかわりの対象（ 要支援児，周囲の児童，学級

全体，学内組織，保護者 ）ごとに，工夫や対処法

に関する概念を分類した（ 表２）。

　なお，抽出された概念には，意図的に困難に対

する対処や工夫として行われたものだけでなく，

各教員がそれぞれの教育理念に基づいて日常的に

行っているものも重要なかかわりとして多く含ま

れた。

（１） 要支援児に対するかかわり　要支援児に対

しては，1.1.「 要支援児の特性，興味，友人関係，

行動傾向，得意不得意などの理解 」，1.2.「 要支

援児との信頼関係の構築 」，1.3.「 要支援児の個

性の尊重と自己決定の促し 」，1.4.「 要支援児に

合わせた目標設定と課題設定 」，1.5.「 要支援児

とのかかわりの継続的な見直しと修正 」，1.6.「 要

支援児への支援環境づくり 」，1.7.「 要支援児に

見通しを持たせるための援助 」，1.8.「 周囲の児

童との関係づくりへの補助 」といったかかわりが

含まれた。

（２） 周囲の児童に対するかかわり　周囲の児童

に対しては，2.1.「 周囲の児童に対して教師が要

支援児とのかかわりのモデルになる 」，2.2.「 要

支援児に関する周囲の児童の理解を促す働きか

け 」，2.3.「 要支援児に対する周囲の児童のかか

わりを促す働きかけ 」，2.4.「 要支援児および周

囲の児童への積極的な声がけとかかわりのきっか

け作り 」といったかかわりが含まれた。

（３） 学級全体に対するかかわり　学級全体に対

しては， 3.1.「 要支援児を含めた集団意識の育成 」

と，3.2.「 全体への指示と個別支援のバランスを

とりながらかかわる 」といったかかわりが含ま

れた。
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いものであると思われる。

　本研究で具体的にみられた本人や周囲の児童へ

のかかわりの一つ一つは，学級全体へのかかわり

になる。一方で，学級全体への働きかけは個々人

へのかかわりとしても働く。すなわち，個々に向

けられた働きかけはごく自然に全体へと広がり，

全体に向けたメッセージは個々へのメッセージと

して伝わるということになる。個別の指導は全体

の指導の一部であり，全体への指導は個別の指導

の一部である。学級という場では，教師の働きか

けの影響を受ける対象は，常に要支援児と周囲の

児童の両方であり，どちらか一方だけである場合

はほとんどあり得ない。

　上述の熟達した教師に共通する３つの特徴は，

ひと言でいえば「 個性を尊重しながら全体の中で

育てる 」という方針である。これは，全体と個別

の相互影響性（ 図１）の理にかなった教育理念で

あり，同時に有益な教育実践である。ともすれば

学級において個別の関わりと全体への関わりは相

容れない矛盾したもの，あるいはどちらかが必然

的に優先されるものと認識されるが，それは正し

い結論とは言えないことを本研究の結果は示して

いる。発達障碍を抱えた児童は，単に教師とのか

かわりによってのみ，あるいは周囲の児童とのか

かわりによってのみ成長するのではなく，それら

を含むもっと複雑で全体的な関係性の中で成長し

ているはずである。また，それは周囲の児童の成

長についても同様であり，単に要支援児とのかか

わりが障碍への理解や配慮につながるのではなく，

それらは教師を含んだ全体的な相互の関係性の中

で育まれてゆくものだろう。熟達した教師に共通

する「 個性を尊重しながら全体の中で育てる 」と

いう考えは，この原則を支持する実践的な論拠と

いえる。

２．校内組織と保護者に関するかかわり

　「 発達障碍児への対応で困難を感じた点 」の分

析から，要支援児の評価に関して他の教員の理解

が得られない場合があることと，保護者の心情理

解や連携に苦慮することがあることの２点は共通

した意見であった。

　校内組織の中で有益な支援が十分に得られる場

合も少なからずあるものの，必ずしも児童に対す

る評価が一致するとは限らない。そのため，場合

　共通点の一点目は，教師が要支援児の個性を尊

重し，決して見捨てないように心がけていたこと

である。その背景には，「 一人だけ区別をすると

差別につながる 」という考えや，「 一人を育てら

れない教師が学級全体を育てられるはずがない 」

という教師の理念，「 学校は安全・安心を提供す

る 」という学校理念，「 地域でこの子を支えられ

るように 」という教育思想などがあった。そうし

たそれぞれの思いを背景に，子どもの様子をつぶ

さに観察し，通常学級の中で多くの豊かな交流と

経験をさせようと工夫を凝らしている様子がうか

がえた。

　二点目は，要支援児への個別指導と集団活動の

両立に努めていたことである。すべての教員が両

立は難しいとしながらも，全体の活動を別の教員

や支援員などの力をうまく利用して，バランスを

とるように努めていた。特に，要支援児の特性を

認めて評価を個別化しながらも，学級全体で守ら

なければならない点においては，要支援児を特別

視することなく指導にあたるという点は共通して

いた。通常学級においては，要支援児の特性を認

めつつ，一方で社会的に必要な生活指導を自然な

形で行っていくことが，要支援児と周囲の子ども

とのあいだの垣根をなくし，両者の交流を促すこ

とにつながると思われた。

　三点目は，要支援児と周囲の子との交流を促し

ながら，学級全体で要支援児を支えていく態勢を

作っていたことである。各教員は，自身がかかわ

りのモデルとなるように要支援児と接し，周囲の

子らに要支援児の特性を理解してもらえるよう努

めていた。時には周囲の子に働きかけ，時には本

人に働きかけながら，お互いに無理のないペース

で交流が活発になっていくように配慮されていた。

その根底には，「 頑張ろうとしている人は皆で待

つ 」という学級としての姿勢や，「 クラスの象徴

はあの子（ ＝要支援児 ）で，あの子が安心して生

活できるクラスがいいクラス 」という考えなど，

学級が要支援児にとって安全で安心できる居場所

であることを最重要視する視点があるように思わ

れた。

　これらの共通点は，インクルージョン教育の理

念を体現するような取り組みであり，通常学級で

特別な配慮が必要な子をみていく際には欠かせな
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践の改善をはかることの意義を認めながらも，一

方で，質の高い教育実践に着目することを強調し，

教育実践について「 推測するに，そこでは，子ど

も一人ひとりを丁寧に把握して質の高い授業を行

うなど，教育実践の基本が重視・実現されている

のではないだろうか。そういう実践は奥深くかつ

多彩である。」と述べている。本研究は「 現場か

ら学ぶスタイルの研究 」の一つであり，その結果

はまさに，浜谷の指摘に合致するものであった。

論文の性質上，公表を断念したエピソード3の中

には，まさに「 奥深くかつ多彩 」な教育実践が展

開されていた。

　本研究の結果，通常学級で特別な配慮を要する

子をみてゆく際に必要な教育実践技術のいくつか

を概念化することができた。しかし，本研究には

いくつか限界がある。

　一つは，どのような実践を「 質の高い実践 」と

みなすかについての議論が十分にできていない点

である。今回の調査では「 質の高い実践 」を個人

と学級全体の関係の視座に立って相互作用を促し

ている実践と考えて研究を行った。また方法論と

しては，教育実践の質を見定める目を有している

専門家によって質が高いと評価された教員にイン

タビューを行った。本研究の「 質 」に関する定義

と方法論は，効果測定を主体とする従来の研究か

ら比べると，厳密性を欠くものである。そのため，

「 質 」をどのように考えるかについては継続的な

議論が必要だろう。教育の「 質 」は狭い視野で単

純に測れるものではなく，限局的かつ固定的に捉

えられるものでもないため，研究者間での議論（ 浜

谷, 2012）も必要であろう。 

　二つ目は，サンプル数の問題である。本研究の

調査対象者数は４名と少なく，概念の抽出や飽和

化の作業が十分にできていない可能性がある。ま

た，概念どうしの関係を検討して全体像を描き出

すことができなかった。そのため，今後も熟達し

た教員への聞き取り調査により，結果の妥当性を

検証していく手続きが必要となる。さらに，そう

した検証と並行して，概念化した技術が実際にど

のように用いられているかについても，教育実践

例の分析や事例検討をもとに検討していく必要が

ある。

によっては要支援児の評価が二分することがある。

この場合，現実的には，かかわりのキーマンにな

る人物どうし（ 例えば，担任や学年の教員，特別

支援学級の教員，校長や教頭などの管理職など ）

で意見や方針を一致させておくことや，組織の中

で孤立しないように，理解と支援が得られる人物

を少なくとも数人は確保しておく必要があるだろう。

　保護者との連携は，すべての教員が重要視する

ポイントであった。多くの子どもたちが個性的で

あるのと同様に，その保護者もまた，抱えている

事情や抱いている感情は個別的である。そこには，

発達障碍の特徴を持たない子の親が抱えているの

と同様の親心のほかに，理解しづらい障碍特性へ

のとまどいや困惑，障碍を簡単に受け入れられな

い歯がゆい思い，自身や子どもが背負うことになっ

た理不尽な宿命への怒りと失望，そして子どもへ

の期待と不安などが込められている。個別的であ

るがゆえに，教員はその対応において慎重になる

ことが求められていた。その対応は丁寧さと根気

強さを必要とするものであり，教員にとって非常

に骨を折る仕事のひとつと思われる。しかし，保

護者の心情をうまく理解することは，教員に対す

る保護者の行動を予測することに結びつき，それ

によって負担が軽減されることもあった。したがっ

て，保護者との関係構築は難しさを伴うことがあ

る一方で，見返りの大きいかかわりであるといえ

る。それは，児童だけでなく教員自身や保護者自

身にとっても大きなサポート資源となるだけでな

く，結果的にその子が育つ環境の改善につながる。

そのため，組織としては教員が一人で抱え込まな

いで済むような態勢を整えることや，困ったとき

に相談できる専門家の配置，相談したことを非難

されない雰囲気づくりなどが重要になるだろう。

また教員側にも，責任を一人で背負い込まないで

分担したり，誰かに相談するといった援助要請力

が求められる。

３．本研究のまとめと今後の課題

　近年の教育心理学研究をレビューしている浜谷

（2012）は実践から学ぶスタイルの研究の少なさ

を指摘しており，「 教育実践の現場から学ぶとい

うスタイルの研究がもっと生まれてほしいという

期待 」を述べている。浜谷（2012）は効果研究な

どで明らかになった成果を現場に適用して教育実
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竹村洋子（2008）「 問題行動 」を示す児童とのかかわりに

対する教師の評価に関する検討　教育心理学研究, 56, 

44-56.

竹村洋子（2011）通常学級における「 問題行動 」をめぐる

児童と環境との相互作用の分析と行動論的介入――わ

が国における発達障害児への教育的対応の現状と課題

特殊教育学研究, 49（4）, 415-424.

田中千穂子（2009）発達障碍の理解と対応――心理臨床の
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＜注＞

1 田中（2009）は「 しょうがい 」という言葉をどのように

表記するかについて，「 害 」と「 碍 」の漢字の成り立ちを

説明したうえで，表記の仕方を次のように説明している。

「 邪魔されているという意味では，本質的に両者はあまり

違いはありません。とはいえ，『 碍 』より『 害 』のほうが

より，積極的に邪魔されている雰囲気があります。さらに，

彼らの特性は彼らの成長を止めるものではないし，特性

そのものも加齢に伴い，関係性のなかで徐々に変容し，

発達していくものです。その意味においても，『 害 』では

なく発達障碍という表記を用いたいと考えました。…（ 中

略 ）…（『 しょうがい 』や『 障がい 』のようなひらがな表

記も見かけますが，これはただ『 害 』という表記を避け

ただけの安易なやり方であり，本質的な問題をごまかし

た逃げの表記であると考えるので，このような表記は用

いません ）。」本論文でも田中（2009）の指摘と同様に，

育ちにくさを抱えた子どもであっても教師や同輩などと

の関係性の中で育つことを重要視しているため，田中

（2009）に倣い「 障碍 」という表記を用いる。ただし，文

献の引用や固有名詞等の表記で「 障害 」となっているも

のについては，そのまま「 障害 」と表記した。

2 本研究では調査対象の選択に関して， 研究者の人脈を

使った縁故による選択をするのではなく，別の手法で対
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象者の選択を行う必要があった。そこで本研究では，十

分に発達障碍の知識があり，発達障碍児の支援において

専門的な視点から教師のかかわりの適切性を判断できる，

発達障害者支援センターの職員に選択を依頼した。当該

の職員はセンター開設時から勤務しており，勤務歴は８

年で，これまでに多くの教員の授業を参観した経験があ

る方であった。なお本研究の実施時点では，巡回相談は行っ

ておらず，依頼のあった小学校にコンサルテーションで

出向くという相談形態であった。

3 インタビュー内容のうち，個人が特定される可能性のあ

る具体的な内容はプライバシー保護の観点から掲載しな

かった。
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